
新 旧 対 照 表

静岡県肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業実施要綱の一部改正

静岡県肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業実施要綱（平成30年12月20日付け医疾第1170号通知）の一部を次のように改正する。

改 正 前 改 正 後

第１条 （略）

（定義）

第２条 この要綱において「肝がん・重度肝硬変入院医療」とは、Ｂ型肝炎ウイルス又はＣ型肝炎ウイルスによる肝がん

又は重度肝硬変の患者に対して行われる入院医療で保険適用となっているもののうち、別表第１に定めるものをいう。

第２項～第５項 （略）

６ この要綱において「対象医療」とは、次のいずれかの医療（(1)については、一部負担額が健康保険法施行令（大正

15年勅令第243号）第41条第７項等に規定する特定疾病給付対象療養に係る高額療養費算定基準額を超えるものに限

る。）のうち、当該医療の行われた月以前の12月以内に、次のいずれかの医療を受けた月数（医療保険各法（高齢者の

医療の確保に関する法律（昭和57年法律第80号）（以下「高齢者医療確保法」という。）第７条第１項に規定する医療

保険各法をいう。以下同じ。）又は高齢者医療確保法の規定による外来に係る年間の高額療養費の支給により、対象患

者が肝がん・重度肝硬変入院関係医療及び肝がん外来関係医療について自己負担を行わなかった月数を除く。）が既に

２月以上ある場合であって、第３条に定める指定医療機関、他の都道府県知事の厚生労働省健康局長通知の別添実施

要綱５（１）に基づく指定を受けている指定医療機関又は保険薬局において当該医療を受けた月のものをいう。

(1) 高療該当肝がん・重度肝硬変入院関係医療

(2) 高療該当肝がん外来関係医療

(3) 高療該当肝がん・重度肝硬変合算関係医療

第７項 （略）

第３条 （略）

（事業の実施）

第４条 知事は、高療該当肝がん・重度肝硬変入院関係医療に係る費用については、原則として入院等指定医療機関に対

し、予算の範囲内において、対象医療に要する費用の一部を交付することにより肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業

を実施するものとする。ただし、他の法令等の規定により、肝がん・重度肝硬変入院医療又は肝がん外来医療に関する

給付が行われるべき場合には、その給付の限度において、交付しないものとする。

第２項～第９項 （略）

10 前項の規定による請求及び第４項から第８項に定める額について請求を行おうとする者（以下「請求者」という。）

は、様式第１号による肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業医療費償還払い請求書に、次の各号に掲げる書類を添え

て、知事に申請するものとする。

(1) 請求者の氏名が記載された被保険者証、高齢受給者証又は後期高齢者医療被保険者証の写し

(2) 請求者の第６条第４項に定める参加者証の写し

(3) 様式第２号による肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業医療記録票及び様式第２号の２による肝がん・重度肝硬

変治療研究促進事業医療記録票（指定医療機関以外の保険医療機関・保険薬局用）（以下「医療記録票」という。）

（対象医療を受けようとする日の属する月以前の12月以内に、第２条第６項第１号から第３号までに掲げる医療を

受けた月数（医療保険各法又は高齢者医療確保法の規定による外来に係る年間の高額療養費の支給により、対象患

者が肝がん・重度肝硬変入院関係医療及び肝がん外来関係医療について自己負担を行わなかった月数を除く。以下

同じ。）が既に２月以上あることが記録されているもの）の写し並びに領収書及び診療明細書その他の様式第２号の

２の医療記録票に記載の事項を確認することができる書類（以下「医療記録票の写し等」という。）

(4) 当該月において受診したすべての保険医療機関及び保険薬局が発行した領収書、診療明細書及び調剤明細書

(5) 肝炎治療受給者証被交付者にあっては、肝炎治療実施要綱様式第４号による肝炎治療自己負担月額管理票であっ

て、対象医療を受けようとする日の属する月以前の12月以内の自己負担額等が記録されているもの（以下「肝炎治

療月額管理票」という。）の写し（ただし、第９項による請求の場合を除く）

第１条 （略）

（定義）

第２条 この要綱において「肝がん・重度肝硬変入院医療」とは、Ｂ型肝炎ウイルス又はＣ型肝炎ウイルスによる肝がん

又は重度肝硬変の患者に対して行われる入院医療で保険適用となっているもののうち、別表第１に定めるものをいう。

第２項～第５項 （略）

６ この要綱において「対象医療」とは、次のいずれかの医療（(1)については、一部負担額が健康保険法施行令（大正

15年勅令第243号）第41条第７項等に規定する特定疾病給付対象療養に係る高額療養費算定基準額を超えるものに限

る。）のうち、当該医療の行われた月以前の24月以内に、次のいずれかの医療を受けた月数（医療保険各法（高齢者の

医療の確保に関する法律（昭和57年法律第80号）（以下「高齢者医療確保法」という。）第７条第１項に規定する医療

保険各法をいう。以下同じ。）又は高齢者医療確保法の規定による外来に係る年間の高額療養費の支給により、対象患

者が肝がん・重度肝硬変入院関係医療及び肝がん外来関係医療について自己負担を行わなかった月数を除く。）が既に

１月以上ある場合であって、第３条に定める指定医療機関、他の都道府県知事の厚生労働省健康局長通知の別添実施

要綱５（１）に基づく指定を受けている指定医療機関又は保険薬局において当該医療を受けた月のものをいう。

(1) 高療該当肝がん・重度肝硬変入院関係医療

(2) 高療該当肝がん外来関係医療

(3) 高療該当肝がん・重度肝硬変合算関係医療

第７項 （略）

第３条 （略）

（事業の実施）

第４条 知事は、高療該当肝がん・重度肝硬変入院関係医療に係る費用については、原則として入院等指定医療機関に対

し、予算の範囲内において、対象医療に要する費用の一部を交付することにより肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業

を実施するものとする。ただし、他の法令等の規定により、肝がん・重度肝硬変入院医療又は肝がん外来医療に関する

給付が行われるべき場合には、その給付の限度において、交付しないものとする。

第２項～第９項 （略）

10 前項の規定による請求及び第４項から第８項に定める額について請求を行おうとする者（以下「請求者」という。）

は、様式第１号による肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業医療費償還払い請求書に、次の各号に掲げる書類を添え

て、知事に申請するものとする。

(1) 請求者の氏名が記載された被保険者証、高齢受給者証又は後期高齢者医療被保険者証の写し

(2) 請求者の第６条第４項に定める参加者証の写し

(3) 様式第２号による肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業医療記録票及び様式第２号の２による肝がん・重度肝硬

変治療研究促進事業医療記録票（指定医療機関以外の保険医療機関・保険薬局用）（以下「医療記録票」という。）

（対象医療を受けようとする日の属する月以前の24月以内に、第２条第６項第１号から第３号までに掲げる医療を

受けた月数（医療保険各法又は高齢者医療確保法の規定による外来に係る年間の高額療養費の支給により、対象患

者が肝がん・重度肝硬変入院関係医療及び肝がん外来関係医療について自己負担を行わなかった月数を除く。以下

同じ。）が既に１月以上あることが記録されているもの）の写し並びに領収書及び診療明細書その他の様式第２号の

２の医療記録票に記載の事項を確認することができる書類（以下「医療記録票の写し等」という。）

(4) 当該月において受診したすべての保険医療機関及び保険薬局が発行した領収書、診療明細書及び調剤明細書

(5) 肝炎治療受給者証被交付者にあっては、肝炎治療実施要綱様式第４号による肝炎治療自己負担月額管理票であっ

て、対象医療を受けようとする日の属する月以前の24月以内の自己負担額等が記録されているもの（以下「肝炎治

療月額管理票」という。）の写し（ただし、第９項による請求の場合を除く）



(6) その他知事が申請内容の審査に必要と認める書類

第５条 （略）

（認定）

第６条 知事は前条の規定による申請があったときは、その内容を審査し別表第４に定める肝がん・重度肝硬変（非代償

性肝硬変）の診断・認定基準に該当する患者であることを認定するものとする。この場合において、知事は、必要と認

めるときは、別に定める肝炎治療認定診査会に意見を求めることができる。

２ 知事は、前項に定める認定を行う際には、医療の給付を受けようとする日の属する月以前の12月以内に、保険医療機

関及び保険薬局において高療該当肝がん・重度肝硬変入院関係医療、高療該当肝がん外来関係医療又は高療該当肝がん

・重度肝硬変合算関係医療を受けた月数が既に２月以上あることを確認するものとする。

第３項～第６項 （略）

第７条～第13条 （略）

（指定医療機関の役割）

第14条 指定医療機関は、次の各号に掲げる役割を担うものとする。

(1) 肝がん・重度肝硬変患者がいる場合、肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業についての説明及び様式第２号の医療

記録票の交付を行うこと

(2) 様式第２号の医療記録票の記載を行うこと

(3) 患者から依頼があった場合には、肝がん・重度肝硬変入院医療又は肝がん外来医療に従事している医師に個人票等

を作成させ、交付すること

(4) 当該月以前の12月以内に保険医療機関及び保険薬局において高療該当肝がん・重度肝硬変入院関係医療、高療該当

肝がん外来関係医療又は高療該当肝がん・重度肝硬変合算関係医療を受けた月数が既に２月以上ある場合のものとし

て、肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業の対象となる高療該当肝がん・重度肝硬変入院関係医療が行われた場合に

は、公費負担医療の請求医療機関として公費の請求を行うこと

(5) その他、助成の対象になり得る患者に対し本事業に関する周知を行うなど、指定医療機関として本事業に必要な対

応を行うこと

第15条～第16条 （略）

別表第１

１、２ （略）

３ 肝がんの医療行為と判断する薬剤等(一般名)

(1) 化学療法

ア 殺細胞性抗癌剤

エピルビシン、ドキソルビシン、シスプラチン、ミリプラチン、マイトマイシンＣ、フルオロウラシル、ゲムシタ

ビン、テガフール・ウラシル等

イ 分子標的治療薬

ソラフェニブ、レゴラフェニブ、レンバチニブ等

(2) 鎮痛薬

ア オピオイド

モルヒネ、フェンタニル、ペチジン、ブプレノルフィン、ペンタゾシン、エプタゾシン、トラマドール、オキシ

コドン等

４、５ （略）

(6) その他知事が申請内容の審査に必要と認める書類

第５条 （略）

（認定）

第６条 知事は前条の規定による申請があったときは、その内容を審査し別表第４に定める肝がん・重度肝硬変（非代償

性肝硬変）の診断・認定基準に該当する患者であることを認定するものとする。この場合において、知事は、必要と認

めるときは、別に定める肝炎治療認定診査会に意見を求めることができる。

２ 知事は、前項に定める認定を行う際には、医療の給付を受けようとする日の属する月以前の24月以内に、保険医療機

関及び保険薬局において高療該当肝がん・重度肝硬変入院関係医療、高療該当肝がん外来関係医療又は高療該当肝がん

・重度肝硬変合算関係医療を受けた月数が既に１月以上あることを確認するものとする。

第３項～第６項 （略）

第７条～第13条 （略）

（指定医療機関の役割）

第14条 指定医療機関は、次の各号に掲げる役割を担うものとする。

(1) 肝がん・重度肝硬変患者がいる場合、肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業についての説明及び様式第２号の医療

記録票の交付を行うこと

(2) 様式第２号の医療記録票の記載を行うこと

(3) 患者から依頼があった場合には、肝がん・重度肝硬変入院医療又は肝がん外来医療に従事している医師に個人票等

を作成させ、交付すること

(4) 当該月以前の24月以内に保険医療機関及び保険薬局において高療該当肝がん・重度肝硬変入院関係医療、高療該当

肝がん外来関係医療又は高療該当肝がん・重度肝硬変合算関係医療を受けた月数が既に１月以上ある場合のものとし

て、肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業の対象となる高療該当肝がん・重度肝硬変入院関係医療が行われた場合に

は、公費負担医療の請求医療機関として公費の請求を行うこと

(5) その他、助成の対象になり得る患者に対し本事業に関する周知を行うなど、指定医療機関として本事業に必要な対

応を行うこと

第15条～第16条 （略）

別表第１

１、２ （略）

３ 肝がんの医療行為と判断する薬剤等(一般名)

(1) 化学療法

ア 殺細胞性抗癌剤

エピルビシン、ドキソルビシン、シスプラチン、ミリプラチン、マイトマイシンＣ、フルオロウラシル、ゲムシタ

ビン、テガフール・ウラシル等

イ 分子標的治療薬

ソラフェニブ、レゴラフェニブ、レンバチニブ、カボザンチニブ、ラムシルマブ、

ベバシズマブ等

アテゾリズマブ、デュルバルマブ、トレメリムマブ、ペムブロリズマブ等

(2) 鎮痛薬

ア オピオイド

モルヒネ、フェンタニル、ペチジン、ブプレノルフィン、ペンタゾシン、エプタゾシン、トラマドール、オキシ

コドン等

４、５ （略）



別表第２（第２条、第11条関係）

肝がん外来医療に該当する医療行為

１ 肝がん外来医療に該当する医療行為

(1) 分子標的薬を用いた化学療法

対象とする薬剤（一般名）

分子標的治療薬：ソラフェニブ、レゴラフェニブ、レンバチニブ、アテゾリズマブ等

(2) 肝動注化学療法

対象とする薬剤（一般名）

殺細胞性抗癌剤：フルオロウラシル、シスプラチン等

(3) 粒子線治療

(4) その他の医療行為

上記(1)から(3)の医療行為により発生した副作用に対する治療を目的とした医療行為。

２ その他

上記１を行うために明らかに必要と認められる外来医療（薬剤の処方を含む）であるとして、肝がん外来医療に該当す

る医療行為と判断するもの。

別表第３（略）

別表第４（第６条関係）

肝がん・重度肝硬変（非代償性肝硬変）の診断・認定基準

１ ウイルス性であることの診断・認定

(1) 「Ｂ型肝炎ウイルス性」であることは、ＨＢｓ抗原陽性又はＨＢＶ－ＤＮＡ陽性のいずれかを確認する。

なお、Ｂ型慢性肝炎のＨＢｓ抗原消失例を考慮し、ＨＢｓ抗原陰性であっても過去に半年以上継続するＨＢｓ抗

原陽性が認められるものは、含まれることとする。

(2) 「Ｃ型肝炎ウイルス性」であることは、ＨＣＶ抗体陽性又はＨＣＶ－ＲＮＡ陽性のいずれかを確認する。

２ 肝がんであることの診断・認定

現在又は以前に肝がんであることを、原則として次のいずれかの方法で確認する。ただし、「肝がん」は原発性肝が

ん又はその転移のことをいう。

(1) 画像検査

造影ＣＴ、造影ＭＲＩ、血管造影/造影下ＣＴ

(2) 病理検査

切除標本、腫瘍生検

３ 重度肝硬変（非代償性肝硬変）であることの診断・認定

現在又は以前に重度肝硬変（非代償性肝硬変）であることを、次のいずれかの基準で判定する。

(1) Child-Pugh score 7点以上

(2) 別表第１の２に定める「重度肝硬変（非代償性肝硬変）の医療行為」又は別表第１の４に定める「重度肝硬変（非

代償性肝硬変）の医療行為と判断する薬剤等」のいずれかの治療歴を有する。

別表第５（略）

別表第２

肝がん外来医療に該当する医療行為

１ 肝がん外来医療に該当する医療行為

(1) 分子標的薬を用いた化学療法

対象とする薬剤（一般名）

分子標的治療薬：ソラフェニブ、レゴラフェニブ、レンバチニブ、カボザンチニブ、ラムシルマブ、

ベバシズマブ等

アテゾリズマブ、デュルバルマブ、トレメリムマブ、ペムブロリズマブ等

(2) 肝動注化学療法

対象とする薬剤（一般名）

殺細胞性抗癌剤：フルオロウラシル、シスプラチン等

(3) 粒子線治療

(4) その他の医療行為

上記(1)から(3)の医療行為により発生した副作用に対する治療を目的とした医療行為。

２ その他

上記１を行うために明らかに必要と認められる外来医療（薬剤の処方を含む）であるとして、肝がん外来医療に該当

する医療行為と判断するもの。

別表第３（略）

別表第４

肝がん・重度肝硬変（非代償性肝硬変）の診断・認定基準

１ ウイルス性であることの診断・認定

(1) 「Ｂ型肝炎ウイルス性」であることについては、ＨＢｓ抗原陽性又はＨＢＶ－ＤＮＡ陽性のいずれかを確認する。

なお、Ｂ型慢性肝炎のＨＢｓ抗原消失例を考慮し、ＨＢｓ抗原陰性であっても過去に半年以上継続するＨＢｓ抗

原陽性が認められるものは、含まれることとする。

(2) 「Ｃ型肝炎ウイルス性」であることについては、ＨＣＶ抗体陽性又はＨＣＶ－ＲＮＡ陽性のいずれかを確認する。

２ 肝がんであることの診断・認定

現在又は以前に肝がんであることを、原則として次のいずれかの方法で確認する。ただし、「肝がん」は原発性肝が

ん又はその転移のことをいう。

(1) 画像検査

造影ＣＴ、造影ＭＲＩ、血管造影/造影下ＣＴ

(2) 病理検査

切除標本、腫瘍生検

３ 重度肝硬変（非代償性肝硬変）であることの診断・認定

現在又は以前に重度肝硬変（非代償性肝硬変）であることを、次のいずれかの基準で判定する。

(1) Child-Pugh score 7点以上

(2) 別表第１の２に定める「重度肝硬変（非代償性肝硬変）の医療行為」又は別表第１の４に定める「重度肝硬変（非

代償性肝硬変）の医療行為と判断する薬剤等（一般名）」のいずれかの治療歴を有する。

別表第５（略）







様式３号及び４号 （略）

様式第５号（表） （略）

様式３号及び４号 （略）

様式第５号（表） （略）



附 則

この改正は令和６年４月 日から施行し、令和６年４月１日から適用する。ただし、令和６年３月31日以前に受けた高療該当

肝がん・重度肝硬変入院関係医療（当該医療の行われた月以前の12月以内に、当該医療を受けた月数が既に２月以上ある場合で

あって、改正前の第３条で定める指定医療機関において当該医療を受けた月のものに限る。）については、なお従前の例によるも

のとする。

様式第６号～10号 （略）

様式第12号～17号（略）

様式第６号～10号 （略）

様式第12号～17号（略）


